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イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
加
盟
国
内
３
組
織
の

沿
革
と
主
な
活
動

特 集

　ICEM－JAF は 1977年２月、全化同盟、紙パ総
連合、ゼンセン同盟、全日本ゴム労連、電労連、合
化労連、新化学の７組織が、日本国内の ICEF（国
際化学エネルギー労連）の加盟組織の協議会とし
て「ICEF 日本加盟協議会」として結成。同年９月、
ＩＣＥＦ日本加盟協議会は日本国内の諸問題に対応
する組織として「化学エネルギー労協」発足させ、
これら両組織は 1979 年に統合、日本化学エネル
ギー労働組合協議会を発足。ICEF は 1995年にＭ
ＩＦ（国際鉱山労連）と合併、ICEM（国際化学エ
ネルギー鉱山労連）となったことに合わせ、ICEM
－JAF（日本化学エネルギー鉱山労協）に名称変更。

ＩＣＥＭ－ＪＡＦ
日本化学エネルギー鉱山労働組合協議会

〒108-0073
東京都港区三田 2-7-13
ＴＤＳ三田２階

議　長  落合 清四 （UI ゼンセン）
副議長  種岡 成一 （電力総連）
副議長  永芳 栄始 （JEC連合）
副議長  岡嶋　謙 （化学総連）
副議長  瀬尾　進 （ゴム連合）
副議長  鈴木 辰男 （紙パ連合）
副議長  谷口　元 （全国ガス）
副議長  楢本 雅史 （化労研）
事務局長  佐藤 良雄 （電力総連）

ＵＩゼンセン同盟  電力総連  ＪＥＣ連合 
化学総連  ゴム連合  紙パ連合
全国ガス  化労研

８産別組織　47万人

・ＩＣＥＭ諸活動への参画
・ＩＣＥＭアジア太平洋地域への支援→アジア
太平洋地域セミナーの開催、アジア地域労組
への教育支援

・日本国内における情報サービス活動
・産業政策活動 ･産別支援
・総合生活改善のための活動

ICEM– JAF の国際活動として特筆されることは、IC
EM のアジア太平洋地域の労働組合への支援である。こ
れは主に東南アジア地域の ICEM 加盟労働組合に対し、
セミナーやワークショップを開催し、労働組合活動に関
する教育・訓練の機会を提供する支援である。この支援
活動は ICEM – JAF加盟組織が中心となって取り組んで
いる。
　また日系多国籍企業の労働組合ネットワークの構築に
向けた活動においても実績を有している。ブリヂストン
労働組合のグローバルネットワーク会議では、結成から
10年以上も活動を継続している。ICEM – JAF 加盟組
織のこのような活動は、各国の ICEM加盟組織など国際
労働運動から非常に高い評価を得ている。

ＵＩゼンセン同盟

ー

　ITGLWFの国内組織はＵＩゼンセンだけなので、こ
こではＵＩゼンセンの国際活動を紹介する。ＵＩゼン
セン同盟は ITGLWFおよびTWAROの会長を擁する組
織として、国際活動に深く関わっている。
・各国の繊維産業労働者の支援：大手ブランドのサプライ
ヤー企業に働く労働者への支援、特にそのような企業に
おける労使紛争解決支援の活動がある。

・サプライヤー企業が納入する親企業や大手ブランド企業、
販売企業などに対し、そのサプライヤー企業での不当労
働行為などをやめさせる申し入れや要求活動の展開：実
際、発注元であるNIKEやH&Mのサプライヤー企業に
おける労使紛争の解決や、さらには児童労働の廃絶に成
果を挙げている。このような活動によって企業経営者が
CSR（企業の社会的責任）を見直す契機を創りだした。

・IFA（国際枠組み協約）の締結にも大きな成果を挙げてい
る。ＵＩゼンセン同盟では、傘下のミズノ労組で 2011
年 11月に日本企業で２件目となるグローバル枠組み協定
が既に締結されている。

・生活賃金
・母性保護
・女性のエンパワメント
・教育訓練（労働組合教育・リーダー育成）
・安全衛生
（防火対策・サンドブラスティング加工の廃止）
・移住労働者対策

　ITGLWFおよびそのアジア太平洋地域組織であ
る TWAROの日本国内における加盟組織はＵＩゼ
ンセン同盟である。1958 年、ICFTU（国際自由労
連）および国際繊維労働組合連盟共催のアジア繊
維労働者会議が東京で開催された。その会議にお
いて、アジアの繊維労働者のための組織、すなわ
ち TWAROを結成することを提起、準備委員会の
設立とアジア地域の繊維労働者のオルグ活動を開
始した。この活動にはゼンセン同盟が中心的な役
割を果たした。この活動が結実し、1960年11月、
TWAROがアジアの繊維労働者のための組織として
結成され、ゼンセン同盟（現ＵＩゼンセン同盟）が
ITGLWFおよび TWAROへ加盟することとなった。

会長  島田 尚信（UI ゼンセン）
書記長  郷野 晶子（UI ゼンセン）

ＩＴＧＬＷＦ（ＴＷＡＲＯ）加盟組織
国際繊維被服皮革労組同盟
アジア太平洋地域組織

〒102-0074
東京都千代田区九段南 4-8-16
ＵＩゼンセン同盟６階
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兼
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2012年8月1日、IMF-JC国際局まとめ
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ＩＭＦ－ＪＣ
全日本金属産業労働組合協議会

（金属労協）

の
間
で
、
同
年
12
月
に
両
組
織
の
ト
ッ
プ

に
よ
る
会
合
が
持
た
れ
た
。
こ
こ
で
今
後

両
組
織
が
連
携
を
し
て
い
く
こ
と
が
確
認

さ
れ
、「
金
属
・
化
学
エ
ネ
ル
ギ
ー
連
絡

会
議
」
が
設
置
さ
れ
、
闘
争
方
針
や
要
求

案
な
ど
の
情
報
交
換
が
行
わ
れ
る
よ
う
に

な
っ
た
。

  

こ
の
組
織
は
、
1
9
8
0
年
闘
争
に
お

い
て
「
金
属
・
化
学
エ
ネ
ル
ギ
ー
共
闘

会
議
」
の
設
置
へ
と
つ
な
が
り
、
い
わ
ゆ

る
大
産
別
共
闘
の
足
掛
か
り
を
作
る
と
共

に
、
賃
金
闘
争
の
マ
ク
ロ
環
境
づ
く
り
を

行
う
べ
く
、
対
政
府
な
ら
び
に
当
時
の
日

経
連
・
経
団
連
を
は
じ
め
と
す
る
経
営
者

団
体
と
の
意
見
交
換
の
場
を
定
期
的
に
持

ち
な
が
ら
、
要
請
活
動
を
展
開
し
て
い
っ

た
。
い
わ
ゆ
る
「
Ｊ
Ｃ
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
共
闘
」

の
は
じ
ま
り
で
あ
る
。

  

Ｉ
Ｍ
Ｆ‒

Ｊ
Ｃ（
金
属
労
協
）と
、
Ｉ
Ｃ

Ｅ
Ｍ‒

Ｊ
Ａ
Ｆ（
日
本
化
学
エ
ネ
ル
ギ
ー

鉱
山
労
協
）、
お
よ
び
Ｉ
Ｔ
Ｇ
Ｌ
Ｗ
Ｆ
の

日
本
加
盟
組
織
で
あ
る
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同

盟
と
は
、
同
じ
日
本
国
内
に
お
け
る
、
民

間
に
働
く
者
が
結
集
す
る
労
働
組
合
組

織
と
し
て
、
こ
れ
ま
で
も
課
題
ご
と
に

対
応
し
た
協
力
体
制
を
築
い
て
き
た
。

金
属
・
化
学
エ
ネ
ル
ギ
ー

共
闘
会
議
か
ら

Ｊ
Ｃ
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
共
闘
へ

　

賃
金
闘
争
の
分
野
で
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ–

Ｊ

Ｃ
が
「
Ｊ
Ｃ
共
闘
」
の
呼
称
を
正
式
に

採
用
し
た
１
９
７
８
年
闘
争
に
お
い
て
、

１
９
７
７
年
９
月
に
発
足
し
た
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｆ

–

Ｊ
Ａ
Ｆ（
化
学
エ
ネ
ル
ギ
ー
労
協
）
と

名　称

住　所
〒103-0027

東京都中央区日本橋 2-15-10
宝明治安田ビル４階

結成

と

沿革

　IMF– JC（国際金属労連日本協議会）は、1964年 5月
に IMF（国際金属労連）に加盟する国内組織の協議会と
して結成された。同年 11月の IMF 第 20 回世界大会
（ウィーン）で IMF– JCの加盟が正式に承認された。当初
は国際運動の窓口組織としてスタートしたが、日本の基
幹産業である金属産業の産別組織が加盟してきたことか
ら、IMF加盟の欧米組織から豊富な労働条件データなど
を学び、春季生活闘争や時短、産業政策の面などで運動
体としての機能を強化し、1975年には名称を金属労協（全
日本金属産業労働組合協議会）と改称し、名実共に大産業
別労働組合組織としての活動を展開するようになった。
　現在、国際活動、春闘など労働政策活動、産業政策な
ど政策活動、組織強化活動の４つを柱に活動を展開して
いる。

役員

／

三役

議　長  西原浩一郎（自動車総連）
副議長  有野　正治（電機連合）
副議長  眞中　行雄（ＪＡＭ）
副議長  神津里季生（基幹労連）
副議長  海老ケ瀬豊（全電線）
事務局長　若松　英幸（電機連合）

国内加盟
組織

自動車総連  電機連合
ＪＡＭ  基幹労連
全電線

組織人員 ５産別組織　205万人

主な

最近の

活動

４つの柱を軸に運動を展開
１ 金属産業にふさわしい労働条件の確立。
２ 民間・ものづくり・金属としての政策実現に
向けた取り組み

３ グローバルな環境変化に対応した国際労働運
動の推進

４ 組織強化への対応とより効率的な運動の構築

主な

国際活動

　IMF–JCの国際活動の特徴としては、年２回、毎回対象国
を変え、在外日本大使館、日系企業商工会議所、現地各労組
との意見交換等を盛り込んで実施している国際労働研修プ
ログラムがある。同プログラムは、「国際労働運動を各産別、
各単組で担える人材の養成」の場としてだけでなく、日系各
企業の現地労組と日本の当該労組との関係構築、ひいては
TNCネットワーク構築にも大きく貢献している。
　また、中核的労働基準遵守を促進し、労使紛争防止のため
に、海外労使紛争未然防止セミナーを過去10回、日本の労
使を対象に実施し、その成果を踏まえ、海外労働問題教宣ツー
ルや「海外労使紛争解決事例集」を作成している。
さらにインドネシアの日系企業労使を対象にJCが主催する
海外労使ワークショップを過去３回実施しているが、タイの
方での開催も予定している。
　JCが主催して、アジア金属労組の連携とネットワーク構
築のためにアジア金属労組連絡会議を過去５回にわたり毎年
1回実施している。

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
国
内
加
盟
３
組
織
の

日
本
国
内
に
お
け
る
連
携
の
歴
史
と
今
後
の
連
携 
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Ｊ
Ｃ
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
共
闘
か
ら

Ｊ
Ｃ
ー
Ｊ
Ａ
Ｆ
連
絡
会
議
へ

　

１
９
８
２
年
末
に
発
足
し
た
「
全
民
労

協
」
が
初
め
て
取
り
組
む
こ
と
と
な
っ
た

83
年
闘
争
に
お
い
て
は
、
Ｊ
Ｃ
と
化
学
エ

ネ
ル
ギ
ー
労
協
が
と
も
に
積
極
的
に
協
力

し
て
主
導
的
役
割
を
果
た
し
て
い
く
こ
と

を
め
ざ
し
、
経
営
側
へ
の
共
同
行
動
を
要

請
し
つ
つ
、
一
兆
円
減
税
を
中
心
と
す
る

政
府
申
し
入
れ
を
行
う
な
ど
、
政
策
・
制

度
要
求
を
強
力
に
進
め
た
。
ま
た
、
Ｊ

Ｃ
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
・
全
民
労
協
共
催
で
「
83

賃
闘
中
央
総
決
起
集
会
」
を
開
催
し
、

「
賃
上
げ
と
減
税
に
関
す
る
特
別
決
議
」

を
行
う
な
ど
、
協
力
体
制
を
強
化
し
て
き

た
。

  

そ
の
後
も
引
き
続
き
Ｊ
Ｃ
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
共

闘
と
し
て
経
営
者
団
体
と
の
懇
談
会
を
開

催
し
た
り
、
ま
た
日
経
連
が
出
し
た
「
労

働
問
題
研
究
会
報
告
」
に
対
し
て
Ｊ
Ｃ
・

Ｊ
Ａ
Ｆ
共
闘
と
し
て
反
論
を
ま
と
め
た
り

す
る
な
ど
、
労
働
界
が
一
体
と
な
っ
た
賃

金
闘
争
の
推
進
の
た
め
に
協
力
体
制
を
強

化
し
て
き
た
。

  

Ｊ
Ｃ
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
共
闘
は
そ
の
後
結
成
さ

れ
た
連
合
に
お
い
て
な
さ
れ
た
部
門
連
絡

会
強
化
等
の
議
論
も
踏
ま
え
、
１
９
８
９

年
闘
争
に
お
い
て
、
以
降
連
絡
会
議
と
し

て
位
置
付
け
る
こ
と
や
闘
争
の
重
要
時
点

に
お
い
て
事
務
局
会
議
を
開
催
す
る
な
ど

の
確
認
を
し
た
。
そ
れ
以
降
現
在
に
至
る

ま
で
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ–
Ｊ
Ｃ
と
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ–

Ｊ

Ａ
Ｆ
は
そ
の
協
力
体
制
の
も
と
、
闘
争
時

期
に
は
そ
の
交
渉
状
況
に
つ
い
て
の
情
報

交
換
を
、
ま
た
政
策
・
制
度
課
題
に
つ
い

て
取
り
ま
と
め
る
時
期
に
は
そ
の
内
容
に

つ
い
て
「
Ｊ
Ｃ–

Ｊ
Ａ
Ｆ
連
絡
会
議
」
を

行
な
い
、
緊
密
な
連
携
を
図
っ
て
い
る
。

最
低
賃
金
の
と
り
く
み

　

ま
た
、
特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金
の

取
り
組
み
に
お
い
て
は
、
イ
ン
ダ
ス
ト
リ

オ
ー
ル
加
盟
産
別
の
業
種
に
設
定
さ
れ
て

い
る
特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金
が
大
半

を
占
め
て
い
る
現
状
を
踏
ま
え
、
相
互
に

連
携
を
図
り
な
が
ら
そ
の
取
り
組
み
を
進

め
て
い
る
。

政
策
制
度
課
題
で
の
連
携—

Ｔ
Ｃ
Ｍ（
多
国
籍
企
業
問
題
労

組
連
絡
会
議
）

　

一
方
、
産
業
政
策
課
題
に
お
い
て
の

連
携
し
た
取
り
組
み
と
し
て
、「
Ｔ
Ｃ

Ｍ（
多
国
籍
企
業
問
題
労
組
連
絡
会
議
）」

が
１
９
７
３
年
７
月
に
Ｊ
Ｃ
の
呼
び
か
け

に
よ
り
発
足
し
た
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
。

こ
の
連
絡
会
議
は
当
初
、Ｉ
Ｍ
Ｆ–

Ｊ
Ｃ
、

ゼ
ン
セ
ン
同
盟
（
現
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同

盟
）、
合
化
労
連
（
現
Ｊ
Ｅ
Ｃ
連
合
）、
全

化
同
盟
（
現
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
）、
外

資
系
企
業
労
組
連
絡
会
議
に
よ
っ
て
結

成
さ
れ
た
。
そ
の
目
的
と
し
て
「
我
が
国

に
お
い
て
も
経
済
の
国
際
化
、
特
に
資
本

取
引
の
自
由
化
が
進
む
に
つ
れ
て
多
国
籍

企
業
の
問
題
へ
の
対
処
が
重
大
と
な
っ
て

き
た
。
ま
た
日
本
企
業
の
海
外
投
資
に
よ

る
活
動
が
活
発
化
す
る
に
つ
れ
て
、
特
に

発
展
途
上
国
に
お
け
る
そ
の
企
業
活
動
の

あ
り
方
が
注
目
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
か
か
る

情
勢
に
か
ん
が
み
、
わ
れ
わ
れ
は
企
業
の

国
境
を
越
え
た
活
動
が
国
の
内
外
に
お
い

て
雇
用
な
ら
び
に
労
働
条
件
に
お
よ
ぼ
す

悪
影
響
を
排
除
す
る
こ
と
、
さ
ら
に
日
本

企
業
の
投
資
先
に
お
け
る
雇
用
の
安
定
拡

大
、
労
働
条
件
の
維
持
改
善
、
正
常
な
労

使
関
係
の
確
立
を
促
進
し
、
国
際
協
力
を

推
進
す
る
こ
と
」
が
あ
げ
ら
れ
た
。

多
国
籍
企
業
労
働
問
題
連
絡

会
議
設
置

　

１
９
７
４
年
４
月
に
は
、
政
労
使
三
者

構
成
に
よ
る
「
多
国
籍
企
業
労
働
問
題
連

絡
会
議
」
が
発
足
し
、
こ
の
問
題
に
対
す

る
政
労
使
の
定
例
的
な
協
議
が
行
わ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
活
動
と
し
て
、
国

際
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
と
国
際
連
帯
活
動
の

推
進
、
医
療
・
子
女
教
育
等
、
海
外
勤
務

者
問
題
へ
の
取
り
組
み
、
Ｔ
Ｃ
Ｍ
ニ
ュ
ー

ス
（
内
外
に
お
け
る
多
国
籍
企
業
の
動
向

を
中
心
と
す
る
情
報
誌
）、
英
文
資
料
の

発
行
な
ど
を
行
う
と
と
も
に
、
政
府
の
多

国
籍
企
業
対
策
事
業
や
、
前
記
三
者
構
成

に
よ
る
多
国
籍
企
業
連
絡
会
議
へ
の
対
応

を
強
化
す
る
な
ど
、
日
本
に
お
け
る
多
国

ＪＣ・ＪＡＦと日経連との懇談会（日本工業倶楽部、1983 年）

金属労協・化学エネルギー労協連絡会議（ＪＣ本部、1980年）
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籍
企
業
問
題
の
解
決
に
大
き
な
役
割
を
果

た
し
た
。

  

現
在
、
そ
の
活
動
は
、「
多
国
籍
企
業

の
問
題
は
、労
働
界
全
体
の
課
題
で
あ
る
」

と
の
認
識
か
ら
、
１
９
９
９
年
12
月
に
連

合
「
多
国
籍
企
業
委
員
会
」
へ
と
移
管
さ

れ
た
。
そ
の
中
で
も
、
我
々
の
協
力
の
も

と
行
わ
れ
て
き
た
活
動
に
つ
い
て
継
続
的

な
取
り
組
み
が
図
ら
れ
て
い
る
。

政
策
・
制
度
課
題
に

関
す
る
連
携

　

そ
の
他
に
お
け
る
政
策
・
制
度
課
題
に

お
い
て
は
、
Ｊ
Ｃ
が
「
政
策
・
制
度
課
題
」

を
取
り
ま
と
め
る
段
階
に
お
い
て
、
イ
ン

ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
加
盟
産
別
と
の
政
策
懇

談
を
通
じ
て
そ
の
課
題
認
識
を
共
有
化

し
、
取
り
組
み
を
進
め
て
い
る
。

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
国
内

加
盟
組
織
と
し
て
の

今
後
の
連
携

　

Ｉ
Ｍ
Ｆ–

Ｊ
Ｃ
と
、
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ–

Ｊ
Ａ

Ｆ
お
よ
び
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
と
は
必
要

に
応
じ
て
、
こ
れ
ま
で
も
紹
介
し
た
よ
う

な
連
携
を
図
っ
て
き
た
。
国
際
産
業
別
組

織
は
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
ひ
と
つ
に
合

併
し
た
が
、
今
後
日
本
国
内
の
活
動
に
お

い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
活
動
に
お
い

て
責
任
を
持
っ
て
独
自
の
活
動
を
続
け
て

い
く
と
同
時
に
、
そ
の
時
々
の
問
題
に
対

し
て
必
要
に
応
じ
て
、
こ
れ
ま
で
以
上
に

連
携
を
図
っ
て
活
動
を
進
め
て
い
く
。

　

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
の
活
動
と
し

て
、
産
業
別
部
会
の
活
動
、
労
働
者
の
権

利
を
守
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
活
動
、
多
国
籍

企
業
に
お
け
る
労
働
組
合
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

構
築
の
取
り
組
み
な
ど
が
あ
る
が
、
今
後

は
産
業
の
枠
を
超
え
た
、
ま
た
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
企
業
を
巻
き
込
ん
だ
取
り
組
み
や
連

携
が
可
能
と
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　

ま
た
、
海
外
日
系
企
業
に
お
け
る
労
使

紛
争
や
日
本
国
内
の
外
資
系
企
業
で
の
労

使
問
題
が
発
生
し
た
場
合
は
、
よ
り
効
率

的
な
対
応
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が

必
要
と
な
る
。

　

各
組
織
の
国
際
活
動
の
事
例
と
し
て
前

述
し
た
、
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ–

Ｊ
Ａ
Ｆ
の
多
国
籍

企
業
労
組
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
取
り
組
み
、

Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
の
発
注
元
ブ
ラ
ン
ド

と
協
力
し
た
労
使
紛
争
解
決
や
児
童
労
働

廃
絶
の
取
り
組
み
、
Ｉ
Ｆ
Ａ
締
結
の
取
り

組
み
は
、
わ
れ
わ
れ
Ｉ
Ｍ
Ｆ–

Ｊ
Ｃ
に
と

っ
て
も
大
い
に
参
考
に
な
る
も
の
で
あ

り
、
３
組
織
で
切
磋
琢
磨
し
な
が
ら
、
イ

ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
・
グ
ロ
ー
バ
ル
ユ
ニ

オ
ン
国
内
加
盟
組
織
と
し
て
全
体
の
国

際
活
動
の
さ
ら
な
る
充
実
を
図
っ
て
い

き
た
い
。

政労使三者構成による多国籍労働問題対策連絡会議
（パレスホテル、1978 年）

ＩＣＥＭ ‒ＪＡＦ ＩＭＦ ‒ＪＣ ＩＴＧＬＷＦ加盟組織

1957年４月
ＩＭＦ（国際金属労連）日
本事務所設置、日本国内
の金属産業労働組合のオ
ルグ活動開始

1964 年５月
ＩＭＦ–ＪＣ（国際金属労連日
本協議会）結成、11月、第
20回ＩＭＦ大会（ウィーン）
にてＩＭＦ加盟

1958 年11月
ＩＣＦＴＵアジア地域会
議（東京）および国際繊
維労組同盟の共催の第１
回アジア繊維労働者組
織の準備委員会を設置、
その後アジア各国の繊維
産業労働組合のオルグ活
動を行う

1960 年11月
アジア繊維労働者組織第
１回会議をフィリピンで開
催、ＴＷＡＲＯ設立を宣
言、ゼンセン同盟加盟

1973 年　ＴＣＭ（多国籍企業問題労組連絡会議）結成

1975 年
日本語名称を「全日本金
属産業労働組合協議会：
金属労協」に変更

1976 年
ＪＣ共闘開始

1977年２月
ＩＣＥＦ日本加盟協議会
として発足

1977年９月
ＩＣＥＦ日本加盟協議
会加盟組織が日本国内
の諸問題に対応する組
織として化学エネルギー
労協を発足

1977年　金属・化学エネルギー連絡会議設置

1979 年
ＩＣＥＦ日本協議会と化学
エネルギー労協を組織統
一し、日本化学エネルギー
労働組合協議会を発足

1979 年
ＩＣＥＦとＭＩＦが合併した
ことに伴い、ＩＣＥＭ‐Ｊ
ＡＦ（日本化学エネルギー
鉱山労協）に名称変更 1985 年

ＩＭＦ世界大会、東京開催

1989 年　連合結成

図表 ＧＵＦ日本加盟組織の沿革


